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また 1964 年 10 月 27日の連邦通常裁判所のドールン判決4)以来不妊手術を受
ける自由として，そして間接的には性的強要（刑法 178条）・抗拒不能者の性的










） BGHSt 20, 81.
















合衆国憲法の人権規定（1791 年に制定された第 1修正から第 10修正までを指し，
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その後 1990 年，ヒトの受精および胚研究に関する法律（Human Fertilization
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いる)18)。その後いくつかの改正がなされて 1979 年 12 月 31 日に恒久立法にな
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取して使用する配偶者間人工授精（Artificial Insemination by Husband＝ AIH）
と夫でない第三者の精子を採取して使用する非配偶者間人工授精（Artificial In-
semination by Donor＝ AID）とに分けられる。最初の成功例は，前者について
は 1799 年にイギリスで，後者については 1844 年にフランスで報告され，日本
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